
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基 準 日

単 元 株 式 数

公 告 方 法

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

株主名簿管理人事務取扱場所

（郵便物送付先）

（電話照会先）
（URL）

〒６０１-８２０５ 京都市南区久世殿城町３３８
TEL. ０７５-９２２-１１１１（代） FAX. ０７５-９３５-６１０１
URL. https://www.nidec.com/ja-JP/

毎年４月１日から翌年３月３１日まで
毎年６月開催
定時株主総会　毎年３月３１日
期末配当金　　毎年３月３１日
中間配当金　　毎年９月３０日

１００株

当社のホームページに掲載します。
https://www.nidec.com/ja-JP/

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
〒１68-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
　　０１２０-782-031
https://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

（その他必要がある場合は、あらかじめ公告します）

ただし、やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載します。

株主メモ

　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用
されていなかった株主様には、株主名簿管理人である左記の三
井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設
しております。特別口座についてのご照会および住所変更等の
お届出は、左記の電話照会先にお願いいたします。

　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更、単元
未満株式の買取等のお届出およびご照会は、口座のある証券会
社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されていない
株主様は、左記の電話照会先にご連絡ください。

株式に関する住所変更、単元未満株式の買取等の
お届出およびご照会について

特別口座について

本株主通信には、将来に関する見通し、期待、判断、計画あるいは戦略が含まれています。この将来予測に基づく記載は、為替変動、製品に対する需要変動、各種モータの開発・生
産能力、関係会社の業績およびその他のリスクや不確定要素を含みます。本株主通信に含まれる全ての将来的予測に基づく記載は、株主通信作成時点で入手可能な情報に基づ
いており、私達は、このような将来予測に基づく記載を更新する義務を負いません。また、この記載は、将来の実績を保証するものではなく、実際の結果が、私達の現在の期待と
は、実体的に異なる場合があります。このような違いには、多数の要素が原因となり得ます。

〈 注意事項 〉

Nidecロゴは、日本電産㈱の日本国、米国および
その他の国における登録商標または商標です。
All for dreamsロゴは、日本電産㈱の日本国、米国お
よびその他の国における登録商標または商標です。

表紙は私たちの暮らしの中で当社製
品が使われていることを表現してい
ます。掲載している製品は、無人搬送
台車です。

　次回の定時株主総会（2019年6月開催予定）における招集ご
通知について電子メールでのお受け取りを希望される場合に
は、以下URLへアクセスのうえ「株主総会招集ご通知の電子化に
関するご案内」にて詳細をご確認ください。

株主総会招集ご通知の電子化について

https://www.nidec.com/ja-JP/ir/calendar/meeting/

https://www.nidec.com/̃/media/nidec-com/ir/library/buisiness_reports/pdf/FY17Q4survey.pdf
株主様アンケートの全ての結果は弊社ウェブサイトにて公開しております。

〈 回答数 ： ３，４２８通　回答率 ： ５．５%　対象株主様数 ： ６２，１５４名 〉

６月発行の株主通信（第４５期 事業のご報告）で行いましたアンケート結果を一部ご報告します。 お忙しいと
ころアンケートにご協力頂き、誠にありがとうございました。頂いたご意見・ご要望を社内で共有し、今後の
当社経営やＩＲ活動に生かしてまいります。

株主様アンケート結果のご報告

株主通信
2018年4月1日  -  2018年9月30日第2四半期のご報告
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トップメッセージ

Focus！

製品・技術紹介

SPECIAL TOPIC

CSR活動

2018年度 第2四半期（上半期）
連結決算ハイライト

事業概要

主な連結財務指標

株式・社債情報、会社概要

CONTENTS

このパンフレットの印刷
には、環境に配慮した植
物油を使用した印刷イ
ンキを使用しています。

S-CART
無人搬送台車。「搬送をもっと自由に、簡単に」
をコンセプトに作られました。 人間が運転操作
しなくても自律的に走行できるロボットで、

工場や倉庫での搬送に留まらず、
ホテルでお客様の荷物を運ぶ

のにも活躍します。 

総合評価
デザイン
見やすさ

わかりやすさ
面白さ・お役立ち

満足
やや満足
普通
やや不満
不満

823 1,125 984 68 10

778 1,007 1,133 90 10

879 1,039 1,016 82 10

893 1,061 1,001 71 10

804 1,058 1,093 69 9



売上・利益の全項目で過去最高を更新 ！
　また、厳しいグローバル競争に勝てる社員集団と

なるために3つの施策を講じています。1つ目はマネ

ジメント体制の強化です。2018年6月に社長に就任

した吉本が主に海外事業をマネジメントする新たな

経営体制へとシフトしました。2つ目は事業ポートフォ

リオ転換のための構造改革を断行することです。

生産事業所を再配置し、成長製品への転用等を行って

います。3つ目は成長分野への更なる積極投資です。

開発投資からいよいよ生産体制強化に向けた投資の

段階を迎えています。当社の成長を後押しする4つの

大波に関連する分野への投資が中心となりますが、

その中でも特に電気自動車向け駆動用モータの量産

工場の立ち上げが鍵になるでしょう。現在中国に大規模

な量産工場を建設中で、準備は着々と進んでいます。

電気自動車の本丸である駆動用モータの供給体制

整備は待ったなしの状況で、電気自動車時代の本格的

な到来を待ち構えています。

　2018年度上半期の業績は、売上高・営業利益・

税引前利益・当期利益の全項目において過去最高

を更新しました。2015年4月に発表した中期戦略

目標「Vision 2020」は2020年度に売上高2兆円、

営業利益率15%以上を目指すもので、その達成に

向けて邁進しています。

　売上高の目標達成は自律成長とM&Aの両輪に

よって、より確実なものとなりつつあります。4つの

大波であるクルマの電動化、ロボット活用の拡がり、

家電製品のブラシレスDC化、農業･物流の省人化

によって、当社モータへの需要は益々拡大すること

が見込まれます。「家電製品のブラシレスDC化」の

トピックの一つとしては、2018年4月に米国ワール

プール社のコンプレッサ事業の買収を発表しました。

同事業による連結業績への貢献は来期以降を想定

していますが、既存コンプレッサ用モータとの高い

相乗効果が期待できます。
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代表取締役会長（最高経営責任者）

トッ プ メッセ ー ジ
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　具体的なアクションとしては、現場に入り込み、

工場の稼働率や一人ひとりの作業効率をもっと良く

するにはどうすればよいかを現場の方々と同じ目線

で考えます。そして改善ビジョンとその工程表を

作って、チームと一緒にできるだけ細かく何回も分析

していくことでさらに生産性を向上させるのです。

海外工場を訪れて大勢の人とじかに話し、それぞれ

の目線を合わせていくには相当なエネルギーを使い

ます。全世界300拠点以上ありますので一筋縄

ではいきませんが、自分の得意分野であると自負し

全力で挑んでいます。経営に近道はありません。

当たり前のことを当たり前にやることが日本電産経営

の信条です。当社の強みであるグローバルスタン

ダードを重視する経営理念と、圧倒的なスピード感を

もって厳しい競争に勝ち抜きます。

　2018年6月に代表取締役社長執行役員(最高執行

責任者)に就任した吉本です。現在、日本電産は

創業経営者を中心とする経営体制から、技術・経理・

財務・人事・営業等それぞれの分野のトップが

知恵を出し合い経営を推進する集団指導体制への

移行期にあります。この移行を成功させ、より強い

社員集団へと脱皮することが今後の永続的な発展

には不可欠です。私自身、日本電産の2代目社長と

して、強い覚悟をもって結果責任を果たす決意を

新たにしています。

　特に私が注力しているのは海外事業のマネジ

メントです。米中の貿易摩擦等を背景に世界経済の

先行きに対する不安感はじわじわと高まりつつあり

ます。このような状況下、海外事業をしっかりと

握り、成長を加速させることが今後の更なる飛躍の

原動力になると考えています。

１０0年後も永続的に発展するグローバル企業へ

トッ プ メッセ ー ジ

代表取締役社長（最高執行責任者）代表取締役会長（最高経営責任者）



を吸収合併したことでプレス機器事業を引き継ぎました。
それまでの日本やアジア市場を中心とした商圏に加えて、
欧米エリアへのビジネスを拡大させるべく、アメリカの日本
電産ミンスター
及びスペインの
日本電産アリサ、
そして昨年は世
界最高速・高精
度サーボ送り装
置を製造する日
本電産ヴァムコ
を買収しました。

西本 ： 減速機事業を今後益々拡大させるためには名だたる
ロボットメーカーを含め高精度機械メーカーが集まる欧州
へ更に進出する必要があります。そこでＭＳグレスナー社の
欧州での販売網を生かし、同地域の拡販体制を一層強化
します。また、同社の減速機を、もともと日本電産シンポが
保有していた日本やアジア、米州の販売網を使って拡販
することで減速機事業の拡大を目指します。
井上 ： また、生産拠点についても日本電産シンポは日本と

中国、そしてフィリピンに拠点を持っていますが、ＭＳグレス
ナー社を買収したことによってドイツの工場も加わったので
グローバル生産体制の強化に繋がります。

井上 ： ほとんどの場合、減速機
とモータはセットで使われるも
のですが、当社最新の減速機
の中に搭載されているモータは
日本電産本体で開発・生産され
たものです。このようにグルー
プの力をフル活用して最適な
モータと減速機・回路・ソフトの
組み合わせで開発している点こ
そが、最大の強みだと思います。

西本 ： 顧客が求めていることをきちんと掴み、開発部門と
２人３脚でビジネス拡大を進めていきます。そしてスピード感
をもって成長し続ける強い会社として更なる飛躍を遂げます。
井上 ： プレス機器及び減速機の総合メーカーになることを
目標に、日本電産グループとしての相乗効果を生かしながら
たゆまぬ努力で製品開発を推進します。
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フォーカス

日本電産シンポ、２０２０年度売上高
1,000億円達成に向けて

井上 仁
日本電産シンポ
取締役専務執行役員西本 達也

日本電産シンポ
代表取締役社長

西本 ： プレス機器事業では、小
型の高速プレス機から超大型の
自動車産業用プレス機まで取り
揃えています。もともと日本
電産シンポは減速機のメーカー
としてスタートした歴史があり
ますが、2012年に日本電産グ
ループ傘下の日本電産キョーリ

京都府長岡京市に位置する
日本電産のグループ会社。
減速機やプレス機器を軸
に、幅広い製品群をグロー
バルに展開しています。

日本電産シンポ日本電産シンポ
（旧・シンポ工業）

２０１７年度の売上高約６００億円から、２０２０年度
には１,０００億円という大幅な成長目標を掲げて
います。まずプレス機器事業の成長戦略について
教えてください。

なるほど。プレス機器事業には多くの買収先が含ま
れているようですね。次に減速機についてですが、
ドイツの減速機メーカーであるＭＳグレスナー社を
今年８月に買収されたばかりです。この狙いは？

技術開発本部長である井上専務にお聞きします。
日本電産グループで減速機を生産する強みは何
でしょうか？

プレス機器事業でも減速機事業でも益々成長が期
待できますね ！ 最後に、今後の抱負をお願いします。

プレス機器 超偏平アクチュエータ

日本電産シンポは、ロボットの関節部分に使われる減速機や部材を曲げたり
穴を空けたりするプレス機器を主力製品とする企業で、近年急成長を遂げて
います。今回、そんな成長著しい日本電産シンポの西本達也代表取締役社長
と井上仁取締役専務執行役員に今後の成長戦略について聞いてみました。

井上専務が減速機市場について熱く語った記事をホーム
ページに掲載しています。こちらも是非ご覧ください。

https://www.nidec.com/ja-JP/ir/individual/interview/02/

Ｍｏｎｔｈｌｙ Ｎｉｄｅｃ Ｒｅｐｏｒｔ （マンスリーニデックレポート）
「勢いが増すロボット関連市場に日本電産はどう応えるか」
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電気自動車向け駆動用モータ

製 品 ・ 技 術 紹 介

現在の自動車業界における最大のトレンドは
「急速に進展する電動化」で、１００年に１度の
技術革新と言われています。背景には、世界
規模での環境・エネルギー問題があり、排出ガス
による環境汚染問題に歯止めをかけるべく、
世界中で電気自動車の需要が高まっています。

世界中で起きているクルマの電動化の波 〈 成長分野の4つの大波 〉

ついに来た ！ クルマのエンジンに代わる重要部品 ！

急速に拡大するクルマの電動化へのニーズに応える！

IR情報「個人投資家のみなさまへ」 がリニューアル ！

IR情報「個人投資家のみなさまへ」 は
こちらからご覧ください。

https://www.nidec.com/ja-JP/ir/individual/

脱炭素化の波 ロボット化の波

省電力化の波 物流革命の波

2018年6月、当社ホームページのIR情報サイトにおけ
る「個人投資家のみなさまへ」をリニューアルしました。
この度のリニューアルでは個人投資家のみなさまに、
当社のことを知り、そして深く理解してもらい、最後に
は好きになってもらえることを目的として、様々なコン
テンツを新しく用意しました。特に「Monthly Nidec 
Report（マンスリーニデックレポート）」は、私たち
が描く「未来予測」をキーパーソンが紹介するコンテ
ンツで、ここでしか読めない情報が盛り沢山になってい
ます。「知性を持つモータって何 ？ 」、「日本電産が挑む
脱炭素革命って ? 」、「モータが作るクルマの未来 ？ 」
等と思われた方は是非当社ホームページにお越し
ください。今後も多くの方々にご利用頂けるサイトづくり
を目指して、より一層内容の充実を図っていきます。

第１弾は新社長、吉本浩之にスポットライトを当てています。吉本が語る
これまでのキャリア、そして目指す企業像とは・・・？ ご一読ください！

◯日本電産を示す数字 ◯ビジョン・戦略と実績

〈 その他のコンテンツ 〉

経済トレンドや経営戦略など
毎回テーマを設定してご紹介。

月に1回更新予定。

Monthly Nidec Report （マンスリーニデックレポート）ガソリン車の「エンジン」に
相当する重要部品

駆動用モータ

小型化・軽量化を実現したことにより大きな電気自動車から小さな
電気自動車にも対応できるようになりました。また最大出力も向上し
パワーはそのままにコンパクト化しています。当社は世界Ｎｏ.１の総合
モーターメーカーとして、軽量かつエネルギー効率の高いモータや
モジュール製品を供給することで、世界の消費電力や二酸化炭素排出
の削減に寄与し、持続性のある社会環境づくりに貢献していきます。

パワーはそのまま、コンパクト化を実現！

当社は電気自動車の「心臓」に相当する駆動用モータに参入しました。
駆動用モータとは自動車の基本動作である「走る･曲がる･止まる」の
うち「走る」動作を担う基幹部品の一つであり、電気自動車等の
駆動力を生み出します。つまり、ガソリン車のエンジンに相当する
最重要部品なのです。

電気自動車の「心臓」である駆動用モータ

ガソリン車の「エンジン」に
相当する重要部品

駆動用モータ



上半期 通期 営業利益 上半期 営業利益 通期 当期利益 上半期 当期利益 通期

２０１８年度上半期の売上高は前年同期比９％増収の７，７７６億円
となり、上半期の過去最高を更新しました。全製品グループで
前年同期比増収となりました。

２０１８年度上半期の営業利益は前年同期比２０％増益の９８２億円、当期利
益は同３２％増益の７８５億円となり、それぞれ上半期の過去最高を更新し
ました。事業ポートフォリオ転換の推進役である「家電・商業・産業用」製
品グループが前年同期比４８％増益となったことが主な増益の要因です。

２０１８年度第２四半期の売上高は直前四半期比３％増収の３，９３８
億円、営業利益は同１１％増益の５１６億円となり、それぞれ四半期
ベースで過去最高を更新しました。「精密小型モータ」製品グ
ループの増収増益が牽引役となりました。

２０１８年度上半期のＥＰＳは前年同期比３３％増の２６６円となり
ました。上半期末（中間）配当金は前年同期比５円増配の５０円
とし、期末配当金も同５円増配の５５円を予定しています。
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売上高の推移 営業利益と当期利益の推移

営業利益（右軸）売上高（左軸） 連結ＥＰＳ（通期、右軸）第2四半期末配当金（左軸） 期末配当金（左軸）

四半期業績の推移 1株当たり当期利益（EPS）と1株当たり配当金の推移

9 %増
売上高

前年同期比

11,993

14,881

11,783

16,000
（予想）

10,284

5,640
7,159

5,874

7,776

4,895

2016年度 2017年度2015年度 2018年度2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度2014年度

1,950
（予想）

982

1,470
（予想）

785

1,177
1,394

1,109
899

1,110

1,668

1,308

760
596 690

519 469 501

818
594

367

2016年度 2017年度 2018年度2014年度 2015年度

40.0 40.0

40.0 45.0

45.0

50.0

30.0

40.0

55.0
（予想）

50.0

272
303

374

442
499
（予想）429

389
444 466

407

516

2017年度 2018年度
4Q3Q2Q 1Q 2Q

3,938

3,431
3,728 3,900 3,822

3,838

32 %増
当期利益

前年同期比

20 %増
営業利益

前年同期比

11 %増
営業利益

直前四半期比
5円増配
第2四半期配当金

前年同期比

3 %増
売上高

直前四半期比

2018年度 第2四半期（上半期）連結決算ハイライト

当社は、2016年度から国際会計基準（IFRS）を適用しており、本冊子では2015年度以降は国際会計基準（IFRS）、2014年度以前は米国会計基準に基づいて作成しております。

女性活躍推進企業！
最高段階「えるぼし（３段階目）」認定取得！

本年8月、女性活躍推進企業に贈られる「えるぼし」
の最高ランクである３段階目を取得しました。
「えるぼし」とは女性活躍推進に関する取り組みを
５つの評価項目から審査し、取り組みが優良な
企業に対して厚生労働大臣が認定を行うものです。
昨年業界平均を下回っていた女性の管理職比率
を含め、今回全項目で基準を達成したため、３段階目
の認定を取得しました。これは京都企業としては
５社目、うち製造業では初めてのケースです。

仕事と家庭の充実を自律的に志向する「ワークライフマネジメント」という発想のもと、
女性活躍推進活動に積極的に取り組んでいます。社員のキャリア形成を支援する
仕組みとして「在宅勤務」・「時差勤務」・「時間単位年休」の制度を通じ、男女ともに
全力で仕事に取り組むことのできる職場を目指しています。今後も多様な人材が
最大限に能力を発揮できる生産性の高い企業を目指して邁進していきます。

CSR
活動

09 10

平田 智子人事部長兼女性活躍推進室長

（左）当社 常務執行役員　石井 健明
（中）同 人事部長兼女性活躍推進室長　平田 智子　
（右）厚生労働省 京都労働局長　髙井 吉昭 様

Comment

本年8月
の最高ランクである３段階目を取得しました。
「えるぼし」とは女性活躍推進に関する取り組みを
５つの評価項目から審査し
企業に対して厚生労働大臣が認定を行うものです。
昨年業界平均を下回っていた女性の管理職比率
を含め
の認定を取得しました
５社目、うち製造業では初めてのケースです。

採用
継続就業
労働時間等の働き方
管理職比率
多様なキャリアコース

1
2
3
4
5

女性活躍推進に関する取り組み
５つの評価項目

「えるぼし」認定マーク
（3段階目）

授与式の様子
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〈 製品グループ別業績 〉〈 製品別売上高構成_2018年度 第2四半期（上半期） 〉

事業概要

その他

精密小型モータ

車載

機器装置

家電・商業・産業用

電子・光学部品

7,776 億円

精密小型モータ 車載 家電・商業・産業用 精密小型モータ 精密小型モータ

●産業用電子機器に搭載される
スイッチ、トリマ、センサなどの
電子部品と、デジタルカメラ及
びスマホ・携帯電話に搭載さ
れるカメラ用シャッター、手振
れ補正装置などの光学部品が
主力製品です。

●液晶ガラス基板搬送用ロボッ
ト、現金自動預け払い機（ATM）
などに使用されるカードリー
ダ、半導体パッケージやタッチ
パネル用の検査装置、各種プ
レス機器など各用途で高い
シェアを誇っています。

●家電・商業・産業用では洗濯
機やエアコンをはじめとする家
電製品向けのモータや、エレ
ベータ用モータなどの商業用
モータ、そして船舶用モータな
どの産業用モータを取り扱って
います。

●車載では、世界トップシェアで
ある電動パワステ用モータに
加え、ブレーキ用モータ、トラ
クション用モータ、そしてポン
プや先進運転支援システム
（ADAS）向けセンサなどがあ
ります。

●パソコンやデータセンターで使
われるHDD用モータは世界
トップシェアを誇ります。

●その他小型モータにはスマホ・
携帯電話に使われる触覚デバ
イスに加え、ファンモータや
OA機器用モータ、CD・DVD
用モータなどがあります。

HDD用
モータ

その他
小型モータ

精密小型モータ精密小型モータ 車載車載 精密小型モータ機器装置家電・商業・産業用家電・商業・産業用 精密小型モータ電子・光学部品

その他小型モータの売上増
ＨＤＤ用モータの販売単価
の上昇

増収効果

4  % 増収売上高

3 % 増益営業利益

+
+

+

電動パワステ用モータをは
じめとする車載用モータの
売上増

増収効果

8 % 増収売上高

22 % 増益営業利益

+

+

プレス機器、減速機、液晶ガ
ラス基板搬送用ロボット及
び検査装置の増収

増収効果

26 % 増収売上高

29 % 増益営業利益

+

+

新規連結会社（ＬＧＢエレッ
トロポンペ社、セコップグ
ループ）の売上寄与

増収効果
原価改善効果

9 % 増収売上高

48 % 増益営業利益

+

+
+

トリマ、センサなどの増収

構造改革費用

6 % 増収売上高

26 % 減益営業利益

+

（億円）
400

300

200

100

0

（億円）
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41

370

2018年度上半期2017年度上半期

350

55

売上高（左軸） 営業利益（右軸）

（億円）
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678
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（億円）
3,000
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（億円）
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0

282

2,721

2018年度上半期2017年度上半期

2,501

191

（億円）
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500

0

（億円）
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0

229

1,519

2018年度上半期2017年度上半期

1,405

188

売上高（左軸） 営業利益（右軸）売上高（左軸） 営業利益（右軸）売上高（左軸） 営業利益（右軸）

（億円）
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0

（億円）
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0

2018年度上半期2017年度上半期
ＨＤＤ用モータ
売上高（左軸）

その他小型モータ
売上高（左軸）

営業利益（右軸）

駆動用
モータ

触覚デバイス

デジタル
カメラ用
シャッター

減速機

ブレードピッチ
制御用モータ

エアコン用
モータ

家庭用冷蔵庫用
コンプレッサ 電動

パワステ用
モータ

トラクションモータ
システム

ADASセンサ

29 %
売上高構成比

20 %
売上高構成比

35 %
売上高構成比

11 %
売上高構成比

5 %
売上高構成比

2,2902,205

371361

-
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株式の状況
298,142,234 株 62,187 名発行済株式総数

日本電産株式会社
京都市南区久世殿城町338
1973年7月23日
東京
6594
877億84百万円
連結 111,120名
https://www.nidec.com/ja-JP/

商 号
本 社
設 立
上場証券取引所
証 券 コ ー ド
資 本 金
従 業 員 数
U R L

役 員

株式保有者別分布状況 株価・出来高の推移

（注） 株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

社債の状況

第2回無担保社債 
第3回無担保社債 
第5回無担保社債
第6回無担保社債
第7回無担保社債
ユーロ建無担保普通社債 

2012年 11月13日
2012年 11月13日
2016年 11月25日
2017年　5月26日
2017年　8月30日
2018年   9月27日

銘　　柄 利率 未償還残高 償還期限発行日 額面総額
2019年　9月20日
2022年　9月20日
2019年 11月25日
2020年　5月26日
2022年　8月30日
2021年   9月27日

150億円
200億円
500億円
500億円
650億円
3億ユーロ

150億円
200億円
500億円
500億円
650億円
3億ユーロ

年0.595％
年0.956％
年0.001％
年0.001％
年0.114％
年0.487％

第２四半期末株主数

信託銀行
21.76%
（64,902千株）

その他の金融機関
17.12%
（51,067千株）

外国人
34.14%
（101,789千株）

個人・その他
17.96%
（53,550千株）

自己名義株式
1.26%
（3,765千株）

その他国内法人・証券会社
7.73%
（23,067千株）

保有株式数
ベース

大株主の状況

（注）持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

24,736

18,206

15,765

12,399

10,122

8,823

7,425

6,579

6,402

4,690

永守　重信

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社京都銀行
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社）

株式会社エスエヌ興産  

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
（常任代理人 香港上海銀行東京支店）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行  

日本生命保険相互会社
（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）  

8.29%

6.10%

5.28%

4.15%

3.39%

2.95%

2.49%

2.20%

2.14%

1.57%

売上高と売上高総利益率 営業利益と営業利益率

総資産と株主資本比率 ネット有利子負債とネットDEレシオ フリー・キャッシュ・フロー

研究開発費設備投資額 減価償却費

株主資本と株主資本利益率（ROE）

（億円）

0

4,000

8,000

16,000

12,000

0％

60％

15％

30％

45％

売上高総利益率（右軸）売上高（左軸）

14年度

10,284

24%

16年度

11,993

24%

17年度

14,881

24%

18年度

16,000
（予想）

7,776
（上半期実績）

15年度
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11%
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12%
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11%
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（上半期実績）
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（予想）

12%
（予想）
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減価償却費（左軸） 対売上高比率（右軸）

14年度

7,450

12%

15年度

7,630

12%

16年度

8,466

14%

17年度

9,325

15%

18年度
第２四半期末

10,108

16%

14年度

13,573

55%

15年度

13,766

55%

16年度

16,790

50%

17年度

17,740

53%

18年度
第２四半期末

18,946

53%

14年度

126

0.02

15年度

-53

-0.01

16年度

909

0.11

17年度

799

0.09

18年度
第２四半期末

991

0.10

2018年11月1日現在

当社は、2016年度から国際会計基準（IFRS）を適用しており、本冊子では2015年度以降は国際会計基準（IFRS）、2014年度以前は米国会計基準に基づいて作成しております。

965 

16年度
上半期

-348

617 

963

18年度
上半期

-725

239

1,013 

17年度
下半期

-620

393 
742

17年度
上半期

-519

224334 

16年度
下半期

-1,767

2018年9月30日現在株式・社債情報 2018年9月30日現在会社概要主な連結財務指標

5,000

2,500

出来高（万株）

2016年 9月 2017年 3月 2017年 9月 2018年 3月 2018年 9月

日本電産の月足出来高（右軸）
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2,000

1,500

TOPIX
（ポイント）日本電産の月足株価（左軸）

 TOPIX（右軸）

14年度

580

6%

15年度

819

7%

16年度

687

6%

17年度

908

6%

18年度

1,500
（予想）

9%
（予想）

572
（上半期実績）

-1,434

14年度

514

5%

15年度

650

6%

16年度

597

5%

17年度

687

5%

18年度

740
（予想）

5%
（予想）

339
（上半期実績）

14年度

452

4%

15年度

520

4%

16年度

528

4%

17年度

554

4%

18年度

630
（予想）

4%
（予想）

289
（上半期実績）

代表取締役会長
代表取締役社長執行役員
代表取締役副会長執行役員
代表取締役副会長執行役員
取締役副社長執行役員
取締役副社長執行役員
取締役（社外）
取締役（社外）
常勤監査役（社外）
常勤監査役
常勤監査役
監査役（社外）
監査役（社外）
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

永守　重信
吉本　浩之
小部　博志
　　　幹雄
佐藤　明
宮部　俊彦
佐藤　禎一
清水　治
田邊　　　
村上　和也
落合　裕之
長友　英資
渡邊　純子
渡邊　剛
大谷　俊明
早舩　一弥
福永　泰
丹保　邦康
菱田　正博
北尾  宜久
石井　健明
岡崎　正明
山口　哲男
宮地　康弘
荒木　隆光
西村　秀樹
安井　琢人
甲斐　照幸
藤田　啓之
服部　誠一
松橋　英寿
大川内　裕仁
藤井　拓二
安永　耕一郎
中島　豊平
毛利　雅之
川口　登史
岡島　万樹
松本　誓之
伊藤　健二
片岡　央
三重野　敏幸
田中　啓太郎
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